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研究成果の概要（和文）：　本研究は、東アジア（中国、台湾、韓国、日本）において競争法の新しい地平が開かれつ
つあることを示した。東アジア競争法は、国有企業、財閥、官製談合など市場経済の形成の障害となる歴史的残滓に対
するとの戦いを課題としている。他方で、ソフトウェア、ＩＰビジネス、電気通信など欧米と変わらぬ先端産業の展開
のなかで、欧米の競争法の課題と変わらぬ先端的課題を東アジア競争法の課題とし始めている。東アジア競争法は、競
争的市場経済の歴史的障害の除去という固有の課題を抱えつつ、先端産業に対する競争法の現代的な課題とを引き受け
ている。その展開は不均等で、まだ帰結は見えないが、競争法の新しい地平が確実に開かれつつある。

研究成果の概要（英文）：Our research revealed the new horizon of East-Asian competition laws.(1) Subjects 
of competition policy of high-tech industries in the East-Asian countries are as important as the 
subjects of the same policy of the same industries in the U.S. or EU; high-tech industries are software, 
IP business 、 Telecom and so on. Samsung & Apple Patent Infringement Cases are good examples. 
Infringement actions by Samsung are abuses of the FRAND declared patents and it`s infringement actions 
are also against the competition laws of the most countries. (2) Struggles against impediments for 
competitive market economy like state-owned enterprises, family-owned large business-group, government 
oriented bit-rigging are unique and inherent subjects of East-Asian competition laws.
 East-Asian competitions laws are integration of advanced subjects of high-tech industry and unique 
subjects of old impediments for competitive market economy. The new horizon of East-Asian competition 
laws are now appeared.

研究分野：経済法
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１． 研究開始当初の背景 
私たちの従前の研究では、東アジア競争法
（韓国、台湾、中国、日本）は、ＥＵや米国
の競争法の影響を受けてグローバル・スタン
ダード化する中にあっても、中小企業や一般
消費者の利益を守る不公正取引の規制の要
請が格段に強いものであった。そこから、東
アジアにおける市場支配的地位の濫用の規
制や、不公正取引に規制が、搾取的な濫用と
特徴付けられるような法運用となっている
のではないかという問題関心をもつに至っ
た。そして、競争法の国際スタンド－ドに従
う東アジア競争法が、反面で、国際スタンド
－ドから乖離した独自の部分をもつことで、
新しい競争法の地平が開かれるという仮説
をもつに至った。 

 
２．研究の目的 
 東アジア（中国、台湾、韓国、日本）にお
ける競争法は、アメリカやヨーロッパの競争
法の新たな展開と学びつつも、アメリカやヨ
ーロッパの競争法とは異なる独自の原則が
並行して展開しているし、そこから東アジア
競争法の将来を決める新しい地平が開かれ
るはずだという作業仮説を定め、東アジア各
国の競争法の運用の実態を明らかにするこ
とにした。 
 
３．研究の方法 
研究分担者個人の文献研究により、東アジア
競争法の規制のルールと規制機関、規制手続
を明らかにし、その具体の運用実態について
は、外国の研究者を招聘し、あるいは我々が
各国の国際シンポジュウムに参加し、報告を
し、あるいは報告を聞き、資料を集めるとい
う研究交流を基礎に行うことにした。 
 
４．研究成果 

（１）東アジア競争法の共通の基盤------台湾

の競争法を例に 

 市場支配的地位の濫用規制と不公正取引

の規制は､相互に密接に結びつきながら、東

アジア競争法において、独自の役割を果たし

ていることが明らかになった。不公正取引の

規制の重要性は台湾において顕著であった。

台湾では、カルテル談合の規制はそれほど活

発ではなく、不当表示や不当景品、取引妨害､

暴利行為といった不公正取引が競争法の規

制の中心であり、数少ない市場支配的地位の

濫用の規制事例もマイクロソフトのウイン

ドウズの高価格設定の規制のような搾取濫

用の規制が中心であった。これは競争法が台

湾の国民の支持を受け､定着するために必要

な法運営であった。台湾大学の黄銘傑教授は、

これを「競争法の土着化」という言葉で説明

している。昭和３０年代の日本の独禁法も同

じ道を辿った。韓国の競争法も最近まで同様

のことであったし、中国でも不公正取引に規

制が課題となっている。これは東アジア競争

法がこの地域に定着するのに必ず通過しな

ければならい過程である。東アジア競争法の

新しい地平の展開は、不公正取引の規制に対

する国民的な支持を抜きにして行われなか

ったであろう。 

 

（２）東アジア競争法の新しい地平の展開 

東アジア競争法の新しい地平は、欧米と変

わらない競争法の先端的課題の探求と市場

経済の発展を妨げる歴史的障害との戦いの

統合であるといってよい。新しい地平は、一

方で、国有企業、財閥、行政独占、官製談合

など競争的な市場経済への転換の障害とな

る古い企業形態や取引慣行、政府・地方政府

の干渉に対するとの戦いの中で開かれ、他方

で、ソフトウェア産業、電気通信産業など先

端産業における濫用行為の規制の戦いのな

かで開けてきた。 

 

 ア） 市場経済に対する歴史的障害との

戦い 

中国では、国有企業が不公平な優遇を受け

ており、これに対して、中国市場へ進出する

自国企業を守る外国政府からの批判が絶え

ない。これに対して、中国の競争法が、国有

企業の濫用行為を市場経済の弊害要因とし

て規制する動きが見られる。国有企業の規制

はまだまだ不十分であるが、行政独占の規制

と併せて、中国競争法の期待された胎動と認

められる。韓国競争法も、大規模企業集団（財

閥）に属する企業の間の相互出資、債務保証

の禁止、金融機関の議決権の制限など血縁財

閥がもたらす弊害を規制する特別の規定を

韓国競争法のなかに置いて規制しており、



我々の研究期間中にも規制強化の改正が行

われてきた。日本の官製談合防止法も、この

種の規制と同根の規制と考えられる。また、

近時の日本では、経営不振に陥った日本航空

（ＪＡＬ）を公的に経営支援したことでライ

バルの全日空（ＡＮＡ）を凌ぐ競争力をもた

らす不公平な結果となったという反省から、

経営不振に陥った大型企業に対する公的支

援の在り方が問題になっており､公正取引委

員会は、競争政策の観点から、公的支援の在

り方に注文をつける動きを始めている（これ

はＥＵ競争法のステイトエイド（State Aid）

の規制と異なるものである）。これらは、東

アジア競争法において、市場経済の発展の障

害となる過去の経済体制の残滓との戦いが、

欧米の国と地域にはみられない特有の課題

として存在することを示すものである。その

具体的な形は国によって異なるものの、東ア

ジア競争法のユニークな課題ということで

あろう。 

 

イ） 先端産業における戦い-----------アップ

ル対サムスン事件を例に 

東アジアの経済発展は、ソフトウェアや電

気通信産業、知的財産（著作権など）管理ビ

ジネスや検索エンジンビジネスなど欧米に

匹敵する新しい先端的産業を生み出してい

る。たとえば、世界で圧倒的な影響力をもつ

検索エンジンが米国のグーグル（Google）で、

日本では米国産のヤフー（Yahoo）が有力で

ある。しかし、中国では百度（Baido）､韓国

のNAVERなどの国産検索エンジンが生まれ

ている。こうした産業を特徴づける知的財産

権の存在が東アジアにおいても欧米とまっ

たく同じ競争法の課題を生み出している。注

目すべき事件として、我々は、日本と韓国で

並行して争われた携帯電話の標準化必須技

術に係るアップル対サムスンの特許侵害訴

訟を取り上げた（アップル対サムスンの特許

侵害訴訟は欧米でも提起された）。韓国企業

のサムスンが、米国アップルのｉフォンやｉ

パッドにサムスンの保有する特許権を用い

られているとして、アップルを特許侵害で訴

えた。日本の知財高裁は、サムスンは自己の

特許技術を携帯電話にかかる規格標準化技

術であると欧州電気通信標準化機構（ＥＴＳ

Ｉ）申告して、「公正、合理的かつ非差別な

条件」で誰に対してもライセンスするという

宣言（ＦＲＡＮＤ宣言）をしており、そのラ

イセンスを受ける用意のあったアップルに

交渉の機会を与えず特許侵害として差し止

めと損害賠償を求めることは「特許権の濫

用」であるとした。そして特許侵害の差止を

認めず一定額以上の損害賠償を認めなかっ

た（韓国の裁判では、日本の判決と対照的に、

サムスンが全面勝訴している）。この日本の

判決に関して、中国の社会科学院社会科学院

の王暁曄教授は、正当にも、サムスンの行為

は契約法の問題というより、競争法違反の問

題であると指摘した。中国では､類似の事件

において競争法違反を認めているという。た

しかに日本においては、公取委が独禁法を適

用して市場支配的企業のサムスンの行為を

私的独占の排除とする可能性はあった。日本

の最高裁は、ＮＴＴ東日本私的独占事件にお

いて、私的独占の「排除」行為に該当するに

は、行為の「排除性」だけでなく、「逸脱人

為性」が必要であるとしている。ＦＲＡＮＤ

宣言がなされた自己の特許技術に関してサ

ムソンが起こした特許侵害訴訟は、それ自体

「排除性」のある行為であるだけでなく、「逸

脱人為性」がある行為であることは間違いな

い。サムスンは携帯電話技術の市場で市場支

配的な企業であるから、私的独占（排除）に

該当することは明らかであろう。競争法にお

ける知的財産権の濫用に対する競争法の適

用は最も先端的な問題であり、中国の学者が、

通常は適法な特許侵害訴訟を市場支配的地

位の濫用としたことは東アジアでも欧米と

同等の先端的議論が行われている証左であ



る。 

 

最後に 

東アジア競争法は、このように、歪んだ経

済発展の過程（開発独裁）で生まれ、市場経

済の発展の障害となる過去の様々な残滓と

の戦いにおいて特徴のある議論を展開して

いるだけでなく、欧米と同様のハイテク技術

に関わる先端的な競争法の議論も展開して

いる。異なる性質の異なる課題が競争法とい

う一つの法律の課題として取り上げられて

いる。東アジア競争法の課題はたしかに不均

等であるが大きな発展をしている。すなわち、

東アジア競争法は、その展開過程で、世界の

競争法と共通な課題に直面し一つに収斂す

る傾向をもつが、他方で独自の深刻な課題を

も抱えていることを看過すべきではない。東

アジア経済法の新しい地平とは、欧米の競争

法と共通の課題を共有しつつも、欧米のそれ

と異なる、独自の経済発展の過程で生まれた

歴史的障害物を除去するという競争法の課

題に含めて法を適用しなければ成らない。こ

のような複雑な発展を遂げていることから、

韓国の権五乗教授の言う東アジア競争法の

「地域的なスタンダード」が形成されるであ

ろう。私たちの研究は東アジア競争法の今の

姿と課題を浮き彫りにするものであった。 
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